
年度　事業シート

第6次廿日市市総合計画 （前期基本計画）

2
2
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３ 年度 予算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
《制度・事業の概要》

【歳出】 （千円）

年度決算 年度予算 年度予算

令和 2

担当課名 教育部　生涯学習課

会計 01 一般会計
方 向 性 人を育む 款 09 教育費
重 点 施 策 郷土の歴史・文化を次世代につなぐ 項 05 社会教育費
施 策 方 針 魅力ある郷土の歴史や文化の学習と次世代への継承 目 02 文化振興費

事業開始年度 平成 31

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

実施主体 市役所（職員）の役割 関係団体（パートナー） 関係団体（パートナー）の役割

令和 2

区分 内容 予算額

委託料 津和野交流事業 調査研究連携業務委託料 182
高速道路交通料 高速料金（吉和-津和野） 22
負担金 津和野街道交流協議会負担金 2,600

項　　目 平成 30 令和 1 令和 2
  直  接  事  業  費  A 602,000 2,951,000 

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )
    そ   の   他（使用料など）
    市  （ 市税 な ど ） 602,000 2,951,000 

人 0.40 人 0.60 人
3,482,800 5,105,400 

  総  事  業  費 (A+B) 4,084,800 8,056,400 

人口（4月1日現在） 117,487 人 117,487 人 117,215 人
市民1人当たり 35 69 

協議会の回数 回 － 4 4 

交流事業の実施回数 回 － － 1 

予
算
科
目

事業名
文化振興事業

根拠法令
条例

個別計画 等

教育基本法　社会教育法
廿日市市教育振興計画津和野街道を通じた交流事業

目　　
的 市　民

　市民自らが、文化活動の振興、各分野相互の交流を図り、廿日市市の文化の振興と次世
代への継承及び青少年との文化交流を盛んにして、その育成発達に寄与すること。

市
津和野街道を中心とした文化交流・
連携・まちづくりのコーディネート

津和野町、廿日市地
区まちづくり協議
会、街道沿いの市町

事業推進に伴う連携協力

　津和野街道に関係する市町や団体が県境を越えた文化、歴史、観光、まちづくり等、地域資源を活用し
た交流事業を推進することにより、関係各地域の活性化を図るため、交流協議会及び記念行事を開催す
る。

報償費 協議会委員謝金 94

旅費 会議用旅費等 53

合計 2,951
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年度　事業シート

第6次廿日市市総合計画 （前期基本計画）

2
2
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３ 年度 予算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
《制度・事業の概要》

地域が大切にしたいと考える歴史的文化資源の確実な継承を図るため、保存･活用に必要な費用の一部を
補助する。

申請対象 地域自治組織(コミュニティ)

補助対象
① 地域が守り継承してきた歴史的背景のある建造物や工作物などの文化資源の保存修理等
② 文化資源の由来や伝承などを解説する看板等や文化資源を適切に保存活用するための

工作物等の設置等

補助率 事業にかかる費用の２／３を補助
(一団体に対し上限２０万円。下限額５万円）

【歳出】 (千円)

負担金、
補助及び 文化資源保存活用事業補助金

　 交付金

年度決算 年度予算 年度予算

令和 2

担当課名 教育部　生涯学習課

会計 01 一般会計
方 向 性 人を育む 款 09 教育費
重 点 施 策 郷土の歴史・文化を次世代につなぐ 項 05 社会教育費
施 策 方 針 魅力ある郷土の歴史や文化の学習と次世代への継承 目 02 文化振興費

事業開始年度 令和 2

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

実施主体 市役所（職員）の役割 関係団体（パートナー） 関係団体（パートナー）の役割

令和 2

区分 内容 予算額

400

項　　目 平成 30 令和 1 令和 2
  直  接  事  業  費  A 400,000 

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )
    そ   の   他（使用料など）
    市  （ 市税 な ど ） 400,000 

人 人 0.30 人
2,552,700 

  総  事  業  費 (A+B) 2,952,700 

人口（4月1日現在） 117,487 人 117,487 人 117,215 人
市民1人当たり 25 

文化資源等の保存と継承(申請に対する許可件数) 件 - - 2 

地域の活性化につながった件数 地域 - - 2 市内の地域自治組織28地区

(文化資源の継承につながった件数) % - - 7 の内、継承につながった地区割合　

予
算
科
目

事業名
文化財保存・保護事業

根拠法令
条例

個別計画 等

地方教育行政の組織及び運営
に関する法律、文化財保護
法、文化財保護条例

文化資源保存活用事業補助金

目　　
的

市民
地域自治組織

国･県･市の指定文化財といった従来の文化財保護制度で守られる文化財に該当しな
いものの、地域がこれまで大切にしてきた身近な文化資源を保存･活用することに
より地域への愛着や地域活性化などにつなげる。

市
文化財･文化資源の保存保護・活用
に関する専門性の取得   

文化資源保存団
体、同管理団体等

文化資源の保存、活用
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